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本アジェンダの位置づけとご議論いただきたい点

⚫ 2020年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会で取り上げた家庭用、業務産業用
蓄電システムの普及拡大に向けた課題と対応策の内容や、2022年度委託調査にて
取り纏めた家庭用、業務産業用、系統用蓄電システムについての課題と対応策の内容
を踏まえて、2024年度までに実施した政策とその効果について振り返る。

⚫ その上で、事業者あるいは業界主体の取組により導入拡大に向けて進捗した点につい
てご指摘いただくとともに、現時点で抱える重要な課題についてご意見・ご議論いただきた
い。

⚫ 本日ご意見いただいた内容を踏まえて今後の検討会や委託調査報告書に取り纏めてい
きたい。
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前回の定置用蓄電システム普及拡大検討会(2020年度)の概要

⚫ 前回2020年度の検討会では、家庭用、業務産業用蓄電システムを対象に、自立的
普及拡大のため国内外の市場動向を分析し、課題と対応策をとりまとめた

⚫ 以下の論点を議論した上で、蓄電システム普及拡大に向けた課題と対応策を整理した。
・2050年カーボンニュートラルに向けた定置用蓄電システムの位置づけの把握
・目標価格の設定
・導入見通しの策定

第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4より



3

2020年度検討会で調査した家庭用蓄電システムの課題と対応策

第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4より資源エネルギー庁にて編集

⚫ 家庭用蓄電システムについては、費用の最大化と効果の最大化を切り口に12の課題
とそれらに対する対応策を提示した。

課題 対応策
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2020年度検討会で調査した業務産業用蓄電システムの課題と対応策

第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4より資源エネルギー庁にて編集

⚫ 業務産業用蓄電システムについては、費用の最大化と効果の最大化を切り口に10の
課題とそれらに対する対応策を提示した。

課題 対応策
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2022年度に整理した家庭用蓄電システムが抱える課題と対応策

⚫ 2022年度調査において、事業環境変化を考慮して改めて課題と対応策を見直した。

⚫ 2020年度に具体化した課題のなかで、①市場予見性の乏しさ、⑥販売マージンが多く見積もられている、
⑧工事費の低減効果が働きにくい、点が改善されたことを確認した。

令和４年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（定置用蓄電システムの普及拡大策の 検討に向けた調査）
調査報告書より資源エネルギー庁にて編集

課題 対応策
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2022年度に整理した業務産業用蓄電システムが抱える課題と対応策

⚫ 2022年度調査において、事業環境変化を考慮して改めて課題と対応策を見直した。

⚫ 2020年度に具体化した課題のなかで、①市場予見性の乏しさ、④車載用リユース活用ルール不明確、⑦
EPC費用低減効果が働きにくい、点が改善されたことを確認した。

令和４年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（定置用蓄電システムの普及拡大策の 検討に向けた調査）
調査報告書より資源エネルギー庁にて編集

課題 対応策
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2022年度に整理した系統用蓄電システムが抱える課題と対応策

⚫ 2022年度検討において、新たに系統用蓄電システムの課題と対応策を具体化した。

課題 対応策

令和４年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（定置用蓄電システムの普及拡大策の 検討に向けた調査）
調査報告書より資源エネルギー庁にて編集
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これまでの政策や事業者・業界団体により改善した課題の整理

⚫ 各定置用蓄電システムの導入拡大にたこれまでの取組によって、いくつかの課題の改善に向けて進捗してきた。

⚫ 事業者あるいは業界主体の取組により進捗・改善した点についてご指摘いただくとともに、現時点で抱える重
要な課題についてご意見いただき、内容を調査報告書に取り纏めていきたい。

家庭用

業務
産業用

系統用

実施した取組 課題解決に向けた進捗

• 2030年導入見通しの算定
• 2030年までの目標価格の設定
• 家庭用蓄電池導入補助事業
• JET認証の手続き簡素化、改善
• 性能表示ラベルの策定と導入促進
• マルチユースの検討
• VPP構築実証事業

• 導入見通し算定により市場予見性が向上し、補助事業により導入拡大したことで投資を促
進

• 工事・施工費を含めた目標価格を設定し、補助事業で対象蓄電システムの上限額を設ける
ことでコスト削減を促進

• JET認証の手続き簡素化により系統連系手続きの合理化、コスト削減
• 性能表示ラベルの導入により消費者目線で製品を比較評価しやすい環境の整備
• マルチユースの検討やVPP構築実証事業による新たなユースケースの取組補助などにより、
ユースケースへの理解の浸透を促進

• 2030年導入見通しの算定
• 2030年までの目標価格の設定
• 業務産業用蓄電池導入補助事業
• ユースケースガイドラインの策定
• 蓄電池に関する消防法解釈の通達

• 導入見通し算定により市場予見性が向上し、補助事業による導入拡大により投資を促進
• EPC費用も含めた目標価格を設定することで、EPC価格も含めたたエンドユーザー価格の低
減を促進

• ユースケースガイドラインの策定によりユースケースに関するメーカー、ユーザー双方の理解促進
• 消防法への理解促進による手続きのスムーズ化

• 2030年導入見通しの算定
• 系統用蓄電池導入補助事業
• 立地補助金等による供給能力向上
• 系統接続ルールの整備
• ウェルカムゾーンなどの立地誘導取組
• ユースケースガイドラインの策定
• Flex DER NEDO実証事業
• 長期脱炭素電源オークションによる蓄
電池枠設定と落札

• 車載用リユース事業への導入補助

• 導入見通し算定により市場予見性が向上し、補助事業等による導入拡大により投資を促進
• 立地補助金等による供給能力向上
• 系統接続ルールの整備による系統接続のスムーズ化
• ユースケースガイドラインの策定等によるユースケースに関する理解の促進
• 車載用リユース事業への導入補助により、リユース電池活用の推進
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